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「伊勢崎市 DX推進計画（案）」に関するパブリックコメント手続の結果 

 

 意見の募集期間  令和 ８ 年 ６ 月 １ 日  ～  令和 ８ 年 ６ 月 ３０ 日 

 意見の提出者数    ３人 

 意見の件数  ２７件 

 意見の要旨の数  ２７件 

 担当部課  企画部経営企画課 

    電話   ０２７０-２７-２７０７（内線５４６４） 

    ファックス ０２７０-２３-９８０８  

    電子メール kikaku@city.isesaki.lg.jp 

 

「伊勢崎市 DX 推進計画（案）」に関するパブリックコメント手続を、令和８年６月１日か

ら令和８年６月３０日まで実施し、３者の方から延べ２７件の御意見・御提案をいただきま

した。 

案の内容に対して、オンライン手続の拡充やＢＰＲなどの各事業のＫＰＩ等に関する御意

見などが寄せられました。 

御意見については、今後の施策・事業推進の参考とさせていただきます。 

 

  寄せられた御意見等の要旨とそれに対する市の考え方について次のとおり公表いたします。 

 

１  「計画策定の背景」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ デジタル庁の設置は令和３年度ではないか。 御意見のとおりデジタル庁の設置は令和３

年度に設置されています。デジタル庁の設置が

令和３年度であることが伝わるよう、図のレイ

アウトを修正します。 

２ 多文化共生、外国人住民への配慮の具体性が

不足している。 

計画全体の中で外国人住民向けの具体策が

非常に限定的になっており、本市の強みであり

課題でもある「外国人住民の多さ」に特化した

ＤＸの視点が、個別の標準事業・個別事業に十

分に落とし込まれていない。また、外国人の増

加について年齢層や世帯構成の分析が抜けて

いるため、表面的な施策になっている。 

外国人人口の増加は、本市の特性であり、Ｄ

Ｘの推進に当たっても多文化共生社会の実現

に向けた取組が重要であると認識しておりま

す。 

第２章ＤＸで目指す姿では、現状と課題に対

する対応方針において、「デジタル技術を活用

し、行政サービスの利便性や質の向上につなげ

るとともに、地域課題の解決やデジタル・デバ

イドの対策に取り組む」方針としており、暮ら

しのＤＸの施策（１６ページ）「デジタルの恩

恵をすべての人に」の取組として、外国人住民

を含めたすべての人に対してスマホ教室や翻

訳アプリの整備等の優しい支援を行うことと

しています。 

御意見は、今後のＤＸ施策の参考とさせてい

ただきます。 
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２ 「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）とは」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 「単なるデジタル機器・システムの導入」を

個別事業（ＤＸ）と呼んでいる点が気になる。 

「学校教育情報化推進事業（電子黒板の導

入）」(４０ページ)、「公共施設等オンライン予

約システムの活用」(４１ページ)「市民参加型

生物調査（無料アプリの活用）」(４３ページ)、

「通信機能付電球貸与事業」(４４ページ）、な

どは既存のアナログ業務を単にデジタルツー

ルに置き換えただけの「デジタイゼーション

（ＳＴＥＰ１）」または「デジタライゼーショ

ン（ＳＴＥＰ２）」の域を出ていない。 

本来のＤＸ（ＳＴＥＰ３）や、市が掲げる「デ

ータ利活用（２９ページ）」を目指すのであれ

ば、電球の点灯データ（生活バイオリズム）を

単なる安否確認だけに使うのではなく、「高齢

者の認知症兆候の早期発見アルゴリズムへの

活用」や、「ケアマネジャーや福祉課とリアル

タイムにデータ連携し、予防医療・福祉政策（Ｅ

ＢＰＭ）に役立てる」といった、福祉サービス

そのものの「変革」に踏み込むべき。現状では、

昔からある「乳酸菌飲料を配る見守り」を電球

に変えただけで、データガバナンスの視点もな

い。 

御意見のとおり現時点においてデジタイゼ

ーション及びデジタライゼーションの段階に

ある事業が含まれておりますが、これらを着実

な基盤としつつ、将来的にはデジタル・トラン

スフォーメーションの実現を目指して継続的

に事業の改善や見直しを進めてまいります。 

なお、個別の具体的な事業の提案について

は、今後の事業計画の参考といたします。 

 

３ 「ＤＸにより目指す本市の姿」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 「市役所のＤＸ」において、「個別最適から

市全体の効果最大化へ向かう」としており、デ

ジタルサービスを導入・活用する際の遵守事項

（ルール）でも「全体最適化」を掲げているが、

推進体制（２２ページ）では、デジタル化推進

本部や経営企画課は「相談に対応する」「伴走

支援する」という受動的なポジションにとどま

っている。 

結果として各課がバラバラにシステムを導

入する旧来の縦割り行政が止められない構造

になっており、個別最適から市全体の効果最大

化を実現させるための具体的な体制や手法が

読み取れない。 

御指摘の縦割り行政で各課がバラバラにシ

ステム導入することのないよう、個別最適から

市全体の効果最大化へ向けては、デジタルサー

ビスを導入・活用する際の遵守事項（ルール）

に沿って、デジタル化推進本部をはじめ、その

下部組織であるデジタル化推進会議、また総合

計画推進本部・会議等、様々な視点から検討で

きる体制のもと、デジタル基盤の整備を推進し

てまいります。 

 

４ 「ＤＸの取組ロードマップ」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 
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１ ロードマップでは、令和８年度から令和１１

年度を「市役所のＤＸ（基盤整備と業務効率

化）」を重点的に進める期間とし、「暮らしのＤ

Ｘ」はその後にさらに加速させるとなっている

が、実施計画を見ると、同時期に「総合窓口の

拡充」や「オンライン手続の拡充」といった暮

らしのＤＸを進めるスケジュールになってい

る。 

「市役所のＢＰＲが完了した後に、洗練され

た住民サービス（暮らしのＤＸ）を提供する」

ならば、市役所側の業務効率化が追い付かず、

住民窓口側のデジタル化が先行し、現場の職員

に紙とデジタルの並行処理などの二重の負荷

がかかるリスクがある。 

令和１１年度までは市役所のＤＸの取組を

重点的に進めてまいりますが、同時に暮らしの

ＤＸについても推進することから、ＤＸの取組

ロードマップ（１２ページ）の記載を「暮らし

のＤＸを効果的に推進するため、市役所のＤＸ

による基盤整備と業務効率化を重点的に推進

（Ｒ８～Ｒ11）」に修正します。 

 

また、市役所業務の改革（ＢＰＲ）に際して

は、市役所側と住民窓口側を合わせて一つの業

務として見直すことで、職員負担の観点に留意

しつつ、業務を変革させてまいります。 

 

５ 「暮らしのＤＸの取組方針」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 本当に「誰一人取り残さない」「人に優しい

デジタル化」を目指すのであれば 、市民に勉

強を強いる（スマホ教室に通わせる）のではな

く、システム側のＵＩ／ＵＸ（操作性）を徹底

的にシンプルにする、あるいは「書かない窓口」

をデジタルに不慣れな人が電話や対面で代理

入力してもらえる仕組みにするなど、「市民が

学ばなくても使えるバックアップ体制」の視点

が必要。現在の計画のままでは、「スマホ教室

に参加できるアクティブな高齢者・外国人」し

か救えない可能性がある。 

暮らしのＤＸの取組方針である「デジタルの

恩恵をすべての人に」の取組・事業例として「ス

マホ教室の開催」「翻訳アプリの導入」を示し

ております。 

御意見は、本取組方針に基づく様々な施策を

行う上での参考とさせていただきます。 

 

６ 「市役所のＤＸの取組方針」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 市役所のＤＸの取組方針として、セキュリテ

ィ環境を整備し、市民に安心・安全に行政サー

ビスを提供できるように取り組むとあるが、コ

ンプライアンスの徹底は、デジタル・アナログ

に依存せず実施されるべきものであり、コンプ

ライアンスを徹底してもセキュリティ環境の

整備とはならない。セキュリティ対策として

は、４９ページ以降の人的な育成のみであり、

ハードウェアの見地からの施策がない。 

御意見のとおり、コンプライアンスの徹底は

重要な取組であり、デジタル化の有無に関わら

ず実施されるべきものです。デジタルサービス

の導入・活用に当たり関係する法令やガイドラ

インについては、個人情報保護法、サイバーセ

キュリティ基本法、地方公共団体における情報

セキュリティポリシーに関するガイドライン

等があり、ハードウェアに係る遵守事項も多く

ありますので、これらの関係法令等を遵守して

取組を進めてまいります。 

なお、サイバーセキュリティ基本法を根拠と

して作成されている重要インフラのサイバー

セキュリティに係る行動計画において、行政サ
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ービスは重要インフラと位置付けられており、

適切な防護を行うこととされております。本市

においても、情報セキュリティ環境の整備につ

いては、物理的対策、技術的対策、人的対策の

各対策を行い、ハードウェアやソフトウェアの

適切な管理、サイバー攻撃への対応力の向上

等、ハード面でのセキュリティ環境の整備に加

え、第４章デジタル人財育成の取組にあるよう

に職員へのセキュリティ研修の実施によりセ

キュリティ意識の醸成に取り組む等、ソフト面

での対策にも力を入れてまいります。 

上記を踏まえ、取組・事業例を「伊勢崎市情

報セキュリティポリシー等に沿った対策の実

施」に修正します。 

 

７ 「暮らしのＤＸの施策」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 取組方針「地域の課題解決」の取組として「デ

ジタル技術を活用した暮らしの利便性向上」と

あるが、ボランティアや単発求人のような変化

しやすい需要に対して、デジタル技術を活用す

ることで、個々人のニーズに寄り添えるマッチ

ングシステム（長岡市が運用している「ながお

かマッチボックス」のようなシステム）を構築

してほしい。 

市民の視点で行政サービスや暮らしを良い

方向に変えることを目指し、いただいた御意見

については、今後の取組や事業を進めていくう

えで、参考とさせていただきます。 

 

８ 「市役所のＤＸの施策」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 市役所のＤＸの施策として、「生成ＡＩなど、

新しいデジタル技術の動向を注視し、行政サー

ビスや業務に役立てられるか検証します」とあ

るが、スピード感が求められる先端技術の活用

において、表現が注視、検証というのは極めて

受動的かつ抽象的である。 

御意見を受けて、「生成ＡＩなど、新しいデ

ジタル技術を活用し、行政サービスや業務に役

立てます。」に修正します。 

 

９ 「進捗管理・目標管理」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 行政の予算制度や計画運用の枠組みの中で

ＯＯＤＡループを本当に回せるのかという「実

効性」に疑問が残る。 

「上手くいかなかったからＫＰＩや目標値

を随時見直した」という、計画の妥協や言い訳

のツールとしてＯＯＤＡループが都合よく使

われてしまう危険性があるため、「どの範囲ま

変化の激しいデジタル分野において、ＯＯＤ

Ａループの考え方が不可欠だと考えており、行

政のルールの範囲内において可能な限り柔軟

に、機動的に対応してまいります。また、安易

な計画変更に対する懸念については、本計画の

変更には、デジタル化推進本部における審議を

経ることとしていることから、担保できると考
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でなら現場の裁量でアジャイルに方針変更し

てよいのか」というガバナンスの視点が不足し

ており、明記すべき。 

えております。アジャイルにおける裁量の範囲

についての明記はいたしませんが、御意見は、

今後のＤＸ施策の参考とさせていただきます。 

２ 実施計画では、進捗管理に機動的な「ＯＯＤ

Ａループ」を取り入れ「まずやってみて、素早

く修正する」姿勢を重視する一方 、事業推進

の遵守事項としてＥＢＰＭを掲げている。 

この２つは行政組織において高度なバラン

スをとらないと衝突する。データが集まり、客

観的な分析（ＥＢＰＭ）ができるまでには一定

の時間がかかるが、ＯＯＤＡループによる「素

早い修正」を急ぎすぎると、十分なデータが揃

わない段階で「勘」や「現場の雰囲気」でアジ

ャイルに方針をコロコロ変えてしまうことに

なりかねない。計画には、この「スピード（Ｏ

ＯＤＡ）」と「確実な根拠（ＥＢＰＭ）」の優先

順位や、どのようなデータが揃ったら動くのか

というルールが明記されておらず、現場の混乱

を招くリスクがある。 

ＯＯＤＡループとＥＢＰＭの両立について

は、市民にとって本当に価値のある施策の実現

につなげるため、適切な進行管理と現場の混乱

のリスクに十分に注意しつつ推進してまいり

ます。 

 

１０「標準事業」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 計画では、本庁に導入した「書かない窓口シ

ステム」の取扱件数を増やす「総合窓口の拡充」

と、原則すべての手続のオンライン化を目指す

「オンライン手続の拡充」を、いずれも最優先

の「標準事業」として同時に進めるとしており、

「役所に来なくてもいい世界（オンライン）」

と「役所に来た人を快適にする世界（総合窓

口）」への二重投資になっている。 

特に貴市では「通勤・通学等により市外で日

中を過ごす市民が多い」ため「時間や場所を問

わず利用できるサービスが重要」と現状分析し

ているため、投資の主軸はオンライン化に置く

べきである。 

将来的にこういう未来であるべき、と仮定し

てそれに最適なサービスにリソースを配備す

べき。その結果をＥＢＰＭで修正していく、可

能な限りアジャイルで進めていくというのが、

本来的かつ建設的な計画ではないか。 

「総合窓口の拡充」と「オンライン手続の拡

充」は、総務省が推進する「自治体フロントヤ

ード改革」に基づき、第３次伊勢崎市総合計画

において重点事業として位置づけ、推進してい

る事業となります。 

来庁される方には「総合窓口の拡充」により、

ワンストップで様々な手続ができるようにな

り、移動や手続の負担、待ち時間の軽減が図ら

れ、オンライン申請できる方には「オンライン

手続の拡充」により、時間や場所を気にせず、

来庁しなくとも各種手続ができるようになり

ます。 

現段階ではどちらかに主軸を置くというこ

とではなく、ニーズに合った環境を整備し、市

民の利便性向上につなげてまいります。 

２ ＩＳＥＣＡについて、課題として地域経済・

商工振興が掲げられているが、取組内容を見る

と「市役所等のイベント協力者へのポイント配

布」による地域コミュニティ活性化の手段とし

ＩＳＥＣＡについては、皆様に広く御利用い

ただいて、便利さを実感いただくことが重要と

考えております。このため、市の窓口における

支払いにＩＳＥＣＡが使える場面を増やして
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ても使おうとしている。 

目的が消費拡大なのか行政課題の解決なの

かが曖昧で、会員比率を引き上げるというＫＰ

Ｉが設定されている。 

ＩＳＥＣＡの基盤を使って市民の行政デー

タをどう活用し、暮らしを便利にするのかとい

うのかが見えない。 

例えば、３９ページの「くわまるタクシー」

の運賃決済や、４１ページの「公共施設予約シ

ステム」の利用料金の支払いに、ＩＳＥＣＡを

連携させてインセンティブを出す（利用したら

ポイント還元など）というような立体的な施策

は打ち出せないか。そういった革新的なトラン

スフォーメーションこそこの計画に記載して

ほしい。 

おり、御指摘の「公共施設予約システム」の利

用料金の支払いにつきましては、昨年度からＩ

ＳＥＣＡを御利用いただけるようになりまし

た。 

御意見については、今後市の施策とＩＳＥＣ

Ａとの連携を進めていくうえで、参考とさせて

いただきます。 

３ 「ＢＰＲ（業務改革）導入による業務見直し」

のＫＰＩについて、目標値が「５件」と非常に

少なく設定されている。全庁的なＤＸを推進

し、デジタル化推進人財を「各所属に１名以上

（計９１人）」配置するとしている規模感に対

して、標準事業のうちの１つとして採用するに

は、４年間でわずか５件の見直しというのは、

取組のスピード感や全庁への波及効果として

低すぎるのではないか。 

標準事業④のＢＰＲ（業務改革）の「活用す

るツール」には「ＡＩ・生成ＡＩの活用」が並

んでいるが、いつまでに、具体的にどの業務（議

事録作成、多言語翻訳、問い合わせ対応など）

に導入を目指すのかというタイムラインや、ガ

イドライン策定のロードマップがない。 

新しいデジタル技術こそ、アジャイルでの検

証が必須であり、その方向性こそこのような計

画で方向性を確立することで、進めやすくなる

ので、計画への具体的施策やＫＰＩの記載を検

討してほしい。 

ＢＰＲ（業務改革）については、まずは庁内

でも大規模な業務、全庁的にわたる業務を中心

に抜本的に見直す予定であり、これらは実施ま

での一定程度の期間を見込んでいることから

目標値を５件としてあります。 

ＢＰＲ（業務改革）は令和８年度に行う庁内

の業務量調査の結果を踏まえ導入する業務を

確定させた後、活用するツール等を検討するこ

ととしており、現時点では具体的なツールやロ

ードマップを示すことはできません。 

御意見のとおり、計画に掲げたアジャイルの

考え方で検討を進めてまいりますが、計画への

具体的施策やＫＰＩの記載については、計画の

見直し時に検討させていただきます。 

４ 「自治体情報システムの標準化・共通化」の

ＫＰＩがすでに達成している状態を維持する

ものになっている。 

標準化した先の効果（コスト削減、職員の負

担軽減など）を測定する指標であるべきではな

いか。 

御意見のとおりＫＰＩは達成しております

が、国が対象業務の拡充を検討しており、拡充

される業務及びその要件などは未確定です。 

また、標準化・共通化した２０業務において

も要件の見直し時、次期自治体情報システム更

改時の目標とするため、引き続きＫＰＩを維持

してまいります。 

 

１１ 「個別事業」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 
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１ 「くわまるタクシーの運用」においてＫＰＩ

の現状値が８，６６８回で目標値が１９０，０

００回と２０倍以上となっているが、利用回数

がここまで大きく増えるということは、それだ

け市の財政負担も増大するが、財政的な裏付け

や、供給サイドの受け入れ態勢との整合性は取

れているか。 

本事業については、第３次伊勢崎市総合計画

前期アクションプランにおける重点事業に位

置付けており、同様のＫＰＩを設定して、事業

の推進を図っているところです。 

財政的な裏付けにつきましては、高齢化の進

展により、毎年利用者が増えることで本事業に

おける財政負担が増大することも想定してお

り、今後の利用者の登録状況や利用率等を勘案

して、事業の制度設計も検討しながら事業を進

めてまいります。 

また、供給サイドの受け入れ態勢との整合性

につきましては、今後は利用者が増加すること

で需要と供給のバランスが変化していくもの

と想定されますが、この事業の実施により、市

内のタクシー台数や乗務員の採用が増えるこ

となど、タクシー事業者の活性化にもつながる

と考えており、今後もタクシー事業者との連携

を図りながら事業を進めてまいります。 

２ くわまるタクシーの利用がなぜＤＸとなる

のか。 

本事業は、行政ＤＸ化の一環であるマイナン

バーカードのＩＣチップの空き領域に利用券

を記録しサービスを行う事業であり、独自のシ

ステムを構築することで、利用者やタクシー事

業者の利便性を向上させるものです。 

利用登録後の翌年度以降は、利用回数情報の

更新手続の自動化により、市民の負担軽減が図

られたほか、利用者の乗車確認と利用料金の自

動計算によるタクシー乗務員の負担軽減など、

ＤＸの導入による利便性の向上が期待できる

ものです。 

３ くわまるタクシーとあおぞらバスの利用情

報を活用し、バスのルートや時刻を編成し直す

など、公共交通機関全体の設計をし直すことが

できるのではないか。 

本市では今年度から２箇年で策定する伊勢

崎市地域公共交通計画の中で、御意見のとお

り、コミュニティバスの乗降者や、タクシー活

用事業利用者等のデータなどを活用し、公共交

通ネットワーク全体の再構築を検討していく

予定です。 

４ コンビニ等のマルチコピー機による証明書

発行の利用率を２８．１％から４０．０％に引

き上げることをＫＰＩとしている。 

しかし、３３ページでは、「書かない窓口シ

ステム」の増加、３４ページでは「原則すべて

の手続のオンライン化」を掲げ、手続の１０

０％オンライン化を目指している。 

「オンライン手続の拡充」が成功すればするほ

ど、わざわざコンビニに出向いて紙で印刷する

「マルチコピー機」の利用率は下がるため、施

行政サービスの提供に当たっては、利用者が

状況に応じて複数の選択肢から行政サービス

を受ける手段を選べることが必要です。 

コンビニエンスストア等のマルチコピー機

による証明書発行は、行政サービスの証明発行

の申請の方法で、利用者の選択肢の一つである

ため、手続の１００％オンライン化とは別と考

えています。 

しかしながら、証明発行のオンライン化が実

現した場合、コンビニエンスストア等のマルチ
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策間でＫＰＩが足を引っ張り合っている。 コピー機による証明書発行は減少することも

あるため、状況等を見極め、事業の柔軟な見直

しを進めてまいります。 

５ 「３Ｄ都市モデルＰＬＡＴＥＡＵの活用」に

ついて、３Ｄ都市モデルは災害時の浸水・避難

シミュレーションをはじめとした他部局との

クロスオーバーが特徴であるが、都市計画課が

担当課となっており、ＫＰＩが整備面積である

ことから、単に都市計画課が３Ｄマップを整備

して公開するだけになっており、高度なデジタ

ル基盤が全庁的な行政課題解決にどう繋がる

のか見えてこない。 

３Ｄ都市モデルは、今後のまちづくりＤＸの

基盤として整備するものであり、その整備範囲

は基盤整備としての目標達成度を示す指標と

して適切と考えております。御意見のとおり、

３Ｄ都市モデルは整備するだけで効果を発揮

するものではなく、活用により真価を発揮する

ものと考えており、浸水シミュレーションの整

備及び都市計画部門に限らない他部署と連携

した活用方法の検討に取り組んでおります。 

今後も行政課題の解決に寄与する活用方法

の検討を引き続き進めてまいります。 

６ ＡＩ、ＩＣＴ活用の推進として、ＡＩなどの

ＩＣＴを利活用するとありますが、ＫＰＩが情

報システムのクラウド化となっているが、「Ａ

ＩなどのＩＣＴを利活用しながら、急速に変化

する社会情勢に対応します」のＫＰＩとして、

クラウド化は不適切である。 

クラウド化で得られるメリットとしては、ラ

イフサイクルコストを低減できることや、遠隔

地でのバックアップが容易であること、セキュ

リティの向上、アクセス元に依存しないなどが

考えられるが、いずれもＡＩとは無関係であ

る。目的と設定したＫＰＩを見直してほしい。 

クラウド化率が向上することで、「クラウド

サービスを利用した効率的なシステムが増え

る」「安全かつ安定したシステム運用がされる」

などの成果が得られます。効率的な業務運用や

新たな市民サービスの提供が期待でき、変化す

る社会情勢に対応した市民生活向上に寄与す

るため、引き続きＫＰＩはクラウド化率を設定

したいと考えております。 

御意見については、今後の取組や事業を進め

ていくうえで、参考とさせていただきます。 

 

１２ 「デジタル人財育成の取組」についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 各職場のデジタル化をリードする「デジタル

化推進人財」を各所属に１名以上（計９１人）

配置するとしている。しかし、彼らをマネジメ

ントし、専門的な助言を行うはずの「ＩＣＴ専

門人財（情報システム部門）」の総数はわずか

９人である。 

１人の専門職員が、それぞれ異なる業務課題

を抱える約１０の部局・９１人の推進人財を伴

走支援することは物理的に不可能ではないか。

選ばれた９１人の推進人財すらサポートしき

れずに孤立する構造になっている。 

御意見のとおり、デジタル化推進人財の配置

に対して、それらを支援するＩＣＴ専門人財の

人数が少ないことは課題だと認識しておりま

す。現在は、ブロック制を取り入れ、９１人の

デジタル化推進人財（デジタル化推進担当）か

ら、２１人のブロック代表を指名し、各ブロッ

クにおける業務課題の集約や解決に向けた取

組みを行うデジタル化推進会議を開催してお

ります。ＩＣＴ専門人財としては、デジタル化

推進会議への定期的なサポートに加え、必要に

応じて、各現場のデジタル化推進人財をサポー

トする形で体制を整え、運用しております。 

今後、デジタル化推進人財の研修の充実を図

り、デジタル化の知識やスキルを向上させてい

くことにより、ＩＣＴ専門人財とデジタル化推
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進人財が適切に連携・協力し、組織全体のデジ

タル化を効果的に推進する体制を強化してい

けるよう、具体的な対応策を検討していきま

す。 

御意見については、今後の取組を進めていく

うえで、参考とさせていただきます。 

２ 一般職員の研修枠が１００人程度では、大部

分の一般職員が研修を受けられず、全庁的なＩ

ＣＴリテラシーの底上げが達成できないので

はないか。 

現代のサイバーセキュリティにおいて、最大

の脆弱性は各部署の職員を標的とした標的型

メールや窓口業務での誤操作であることから、

個人情報の保護や情報セキュリティなどは原

則全職員が研修を受けるように変更すべきで

はないか。 

御意見のとおり、個人情報保護や情報セキュ

リティに係る内容は、行政情報を取り扱う職員

全員が習得すべき内容ですので、全員が研修を

受ける取組みとするよう記載内容を修正いた

します。 

また、インシデント対応訓練については、特

定の業務に対する訓練であることから、対象業

務に係る職員を想定しておりますが、サイバー

攻撃対処訓練については、リスクの高い業務か

ら順次訓練を行うことを想定しております。本

計画に掲載している人数は３０人としており

ますが、今後、関係機関と連携し、対象を拡大

して実施していけるよう取組を進めていきま

す。 

 

１３ 全体についての意見等 

番号 意見等の要旨 意見等に対する市の考え方 

１ 「行政サービスの質の向上」「利便性向上」

といった効果は語られる一方、費用の見通し・

財政負担・維持管理コストが一切示されていな

い。全体最適を語る上で、費用面の最適化も当

然必要不可欠である。財政計画については、別

の計画で管理するということか。その場合、本

計画に記載の事業のＢ／Ｃは測定されないの

か。 

例えば、「総合窓口の拡充」では、来庁者の

移動、手続、待ち時間の減少を課題として、事

業を実施するが、ＫＰＩはどのように評価する

のか。 

さらに言えば、書かない申請書の実施数が１

２４件になったことで、来庁者の移動、手続、

待ち時間の減少に対して、どの程度のベネフィ

ットを見込んでいるのか。 

御意見のとおり、費用の見通し・財政負担・

維持管理コストについては計画に示しており

ませんが、本計画に掲載の事業は、費用の最適

化や財源も含めて検討され、実施の方向性が決

められたものとなっています。 

サービスの導入・見直しに当たっては、費用

対効果などの経営的視点を踏まえ、担当部署の

最適化にとどまらず、地域や行政サービス全体

を俯瞰した上で、最も効果的な形を選択し、最

小の費用で最大の効果を発揮できるよう検討

してまいります。 

２ データガバナンスについての観点がない。 

計画ではデータ活用を強調しているが、デー

タの更新頻度、データの正確性を担保する仕組

み、データの責任部署、データのライフサイク

ル管理等についての計画が一切書かれていな

い。 

データ連携・利活用の推進を掲げていること

からもデータガバナンスの考えは重要である

と考えております。 

御指摘の具体的な項目については計画には

明記しませんが、今後の取組を進めていくうえ

で、検討してまいります。 
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特にＰＬＡＴＥＡＵや地域通貨、オンライン

手続など、データが価値の源泉になる事業ほど

ガバナンスが必要不可欠かと思われる。 

３ 「市民の利便性を測るＫＰＩ」が存在しない

のは、暮らしのＤＸが軽視されているように思

える。 

ＫＰＩの多くが、件数、導入数、利用回数、

といった行政側の指標となっている。 

測定しにくいものもあるとは思うが、暮らし

のＤＸ、利用者目線でのサービスデザインを語

るのであれば、市民の満足度、手続時間の短縮、

来庁回数の削減、誤発行やエラー率の減少、相

談件数の減少などの住民価値を測る指標が必

要である。 

市民の利便性を測るＫＰＩとしては、上位計

画である第３次伊勢崎市総合計画において、

「伊勢崎市はデジタル化が進んでいる」と感じ

る市民の割合を設定していることから、１２ペ

ージのロードマップの説明文に「なお、上位計

画である第３次伊勢崎市総合計画において、

「伊勢崎市はデジタル化が進んでいる」と感じ

る市民の割合を高めることを目標とし、推進し

ています。」を追加します。 

また、実施計画における各事業のＫＰＩを次

のとおり修正します。 

○「コミュニケーション支援ツールの導入」（３

９ページ） 

ＫＰＩ：サービス利用満足度 

○「開発許可等閲覧サービスシステムの導入」

（４２ページ） 

ＫＰＩ：閲覧システム利用者の全体満足度 

○「上水道管路情報閲覧システムの導入」（４

２ページ） 

ＫＰＩ：上水道管路情報の利用満足度 

４ オンライン手続には利用者の慣れが必要な

ため、公共施設にパソコンでの手続ができる部

屋を設け、サポート要員を配置して市民への教

育と理解を深める施策が有効だと考えられる。 

暮らしのＤＸの取組方針（１３ページ）にあ

るとおり、日常生活における不便の解消や地域

課題の解決に柔軟かつ臨機応変に取り組むこ

とで、暮らしに寄り添うサービスの実現を目指

すとともに、年齢や障害、ＩＴリテラシーに関

わらず、誰一人取り残されることなくデジタル

の恩恵を受けられるように支援を進めてまい

ります。 

御意見については、今後の取組や事業を進め

ていくうえで、参考とさせていただきます。 
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意見等の集計 

計画 章 内容 意見数 

ＤＸ推進計画 1 はじめに 
計画の位置付けと計画期間 ０ 

計画の構成 ０ 

計画策定の背景 ２ 

ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

とは 
１ 

2 ＤＸで目指す姿 
現状と課題に対する対応方針 ０ 

ＤＸにより目指す本市の姿 １ 

ＤＸの取組ロードマップ １ 

暮らしのＤＸの取組方針 １ 

市役所のＤＸの取組方針 １ 

3 施策・重点施策 
暮らしのＤＸの施策 １ 

市役所のＤＸの施策 １ 

重点施策 ０ 

4 推進体制 計画の推進体制 ０ 

ＤＸ推進計画 

実施計画 

1 はじめに 
計画の構成 ０ 

進捗管理・目標管理 ２ 

事業推進のルール ０ 

事業価値を高めるツール ０ 

事業内容の構成 ０ 

標準事業・個別事業一覧 ０ 

2 標準事業 標準事業 ４ 

3 個別事業 個別事業 ６ 

4 デジタル人財育成の取組 デジタル人財育成の取組 ２ 

その他 全体 全体に関する意見等 ４ 

合計 ２７ 

 


